
とにより、セキュリティ上の不安が小さくなるとともに、利用者にとっても、  

ワンストップで様々な情報にアクセスできるようになるため、利便性の向上を  

図ることができる。   

さらに、マイページポータル（仮称）を通じて、保険者が利用者に対し個々  

の状況に応じた情報提供を行うなど、利用者に対するきめ細かなサービスも可  

能となる。   

ただし、提供される情報の具体的な内容については、利用者の利便性や提供  

される情報の機密性を考慮しつつ、今後検討を行う必要がある。   

なお、レセプトの開示については、現行制度の下では非開示となるレセプト  

もある5ことから、具体的な開示の仕組みについては、今後検討を行う必要が  

ある。  

4．医療等の現場での活用について  

→作業班の検討結果を踏まえ記載。  

等の情報連携について   

高額介護合算療養費や出産育児一時金の給付のように、制度や保険者をまた  

がった調整が必要な事務については、各保険者が、被保険者に対し、他の制度  

における給付内容等に関する添付書類の提出を求めたり、氏名等の情報をもと  

に他の保険者等に電話で問い合わせを行ったりする必要があるなど、被保険者  

にも、保険者にも負担が生じている。   

また、これらの給付は、被保険者からの申請に基づいて行われるため、手続  

漏れにより、本来受けられるはずの給付が受けられないといった事例や、転  

居・転職等に伴い必要となる保険資格の取得手続を忘れていたことで、本来納  

付すべきはずの保険料が納付されないといった事例が発生している。   

「これまでの議論の整理」においては、こうした課題を解決するための基盤  

となる中継DBを使った保険者間の情報連携の仕組みのイメージを示したと  

ころである。  

5 保険者が、医療機関等の意見を踏まえ、レセプトを開示することによって、個人情報の保護  
に関する法律（平成15年法律第57号）第25条第1項第1号に規定する「本人の生命、身体、  

財産その他の権利利益を害するおそれ」があると判断した場合（例えば、不治の病であることを  

本人が知ることにより、本人の精神的・身体的状況を悪化させるおそれがあるような場合）には、  

当該レセプトが非開示となることがある。  
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「これまでの議論の整理」で述べたように、この仕組みについては、  

適正な情報連携に限定するため、アクセス履歴を残し、本人が自分で確認  

できるものとするなど、プライバシー侵害・情報の一元管理に対する不安が  

極力解消されるようにすること   

このような仕組みを実現するに当たっての課題にも留意しつつ、運用面で  

の対応や制度的な対応を行うこと  
ト
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などについて、今後更に検討を行う必要がある。   

ところで、医療機関等が、中継DBを経由して、診療報酬請求に必要な情報  

を各保険者のデータベースから取得することができるようにするためには、利  

用者が引越や退職等に伴い保険者を異動した際に、各保険者のデータベースや  

中継DBが保有する当該利用者に関する情報が速やかに更新されることが必  

要である。   

しかしながら、保険資格の取得・喪失事由等が発生してから実際に保険者に  

対して届出がなされるまで、あるいは、保険者が届出を受理してから保険者の  

データベースや中継DBの情報が更新されるまでには、一定のタイムラグが発  

生するため、医療機関等が常に正しい情報を取得することができるとは限らな  

い。   

このタイムラグを極力短くするための方策については、「医療等の現場での  

利用を念頭に置いた社会保障カード（仮称）の活用シナリオ」において述べら  

れているように、手続漏れや届出の遅延により、いずれの医療保険にも加入し  

ていないという．者が生じることのないよう、被用者健保の保険者と国民健康保  

険の保険者とが情報連携を行うことも想定される。   

なお、医療機関等がオンラインにより診療報酬請求に必要な情報を取得する  

ことを可能とするためには、そもそも、保険者が保有する適用関係情報（被保  

険者の資格取得・喪失、被扶養者の認定等の情報）の「紙台帳」管理からデー  

タベース管理への移行が必須であると・ともに、すべての保険者に対する事業主  

からの適用関係手続について、「紙媒体」による届出からオンライン利用によ  

る届出を可能とする制度的対応等の環境整備を行うなど「オンライン利用拡大  

行動計画」（平成20年9月12日 IT戦略本部）の着実な実行によって、上  

記のタイムラグの短縮もー定程度期待できるところである。  
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保険者間の情報連携の仕組みの例  中継D8は介護保険被保険者番号を基に、  
当該被保険者が  
1．B医療保険者に属していることを確認し、  
2．その医療保険の被保険者番号を抽出  

3．医療保険被保険者番号を暗号化し、電子  
署名  

①  1．日医療保険者に属していること  
2．暗号化した医療保険の被保険者番号  
を送信  

暗号化された医療保険被  
保険者番号を復号、署名  
検証できることによリ  

儀 
引 室  
者は  

保険者番号  
こ送信  

1．中絶DBからの正当な   
問い合わせであること  

を確認し、医療保険被保険者  
番号を基に、  
2．当該被保険者の資格   
情報・給付情報  
を抽出  

③を転送することに  

よりB医療保険者に  

当該者の情報を照会  
A介護保険者  

介護保険被保険者番号  
資格情報  
給付情報  

当該者に関する情報を  
A介護保険者に回答  

※ 上図のように保険者間で直接情報のやりとりを行うのではなく、中継DBを   

介してこれを行うことも可能であると考えられる。  

図5：保険者間の情報連携の仕組みの例  

6．写真付きの身分証明書としての機能等について   

これまで述べたもののほか、希望者については、社会保障カード（仮称）を  

身分証明吾として利用することを可能とすること、ICチップの空き領域を利  

用して追加的な機能を持たせること等についても、今後更に検討を行う。  

7．カードの発行・交付方法等について  

→作業班の検討結果を踏まえ記載。  
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8．電子行政、電子私書箱（仮称）等の取組との連携について   

現在、政府においては、人生の様々な場面におけるワンストップサービスや  

そのためのバックオフィス連携の実現等に向けた取組が行われてい る。本検討  

会における社会保障カード（仮称）の実現に向けた取組もその中に位置付けら  

れるものであるが、全体最適の観点からは、関連する様々な取組と連携して検  

討を進めるべきである。また、特に、費用対効果を高めるといった観点からは、  

これと併せ、社会保障カード（仮称）で必要とするICチップを含む媒体や認  

証基盤、医療機関等におけるネットワーク基盤等につき、関連しうる他の仕組  

み等を可能な限り活用することで、社会保障カード（仮称）のためだけに新た  

な投資を行うことを極力避けることが必要である。  

（1）電子政府関連施策等との連携  

社会保障カード（仮称）の検討に当たっては、内閣官房において検討が進   

められている次世代電子行政サービスや電子私書箱（仮称）の実現に向けた   

取組等以下の関連する施策と連携して検討を行うことが必要である。  

特に、次世代電子行政サービス構想における「行政情報の共同利用支援セ   

ンター（仮称）」や電子私書箱（仮称）構想における「電子私書箱（仮称）   

プラットフォーム」は、中継DBと類似の機能を持つものと考えられること   

から、これらについては、重複した投資を避け、共通の基盤として構築する   

ことを目指すべきである。  
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（D 次世代電子行政サービス   

「IT新改草戦略政策パッケージ」（平成19年4月5日 IT戦略本  

部）及び「重点計画2007」（平成19年7月26日 IT戦略本部）に基づ  

き、内閣官房IT担当室に設置された「次世代電子行政サービス基盤等検  

討プロジェクトチーム」においては、「利用者視点でのサービス提供」「行  

政事務の最適化の推進」「企業活動の活性化」「国民と行政の信頼強化」を   

目標とし、先行プロジェクトとして実証実験を中心に課題の検証を行うと   

ともに、基本的な枠組みの構築を行い、知識創造の社会へ導く次世代電子  

行政サービスの継続的な成長に向けた取組を進めている。   

「重点計画2008」（平成20年8月20日 IT戦略本部）においては、  

「2008年6月に次世代電子行政サービス基盤等検討プロジェクトチーム  

において策定された「次世代電子行政サービス（eワンストップサービス）  

の実現に向けたグランドデザイン」に基づき、まず、引越と退職手続につ  

いてのワンストップ化について、2010年度を目途に標準モデルを構築し、  
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実用化を目指す」としている。  

：苧雷†譜写＿ド ∈ヨ  

′l牡i陣｛カード（貴書）書  
ID・パスワード■   

チャネル 遥き プ  
パソコン 同定t傭・■事t疇 テレビ  

政サービス  汝世代t          汝世Iモー 次世代t 子行  

■－Menn～  
t子私書籍  
（仮称）  

書tネットワーク  

W00 

行政サービス連携  ＝ご戦戦  帥＿－7一一  民間サービス連携   

図8－1：次世代電子行政サービスの基盤のイメージ図6  

（∋ 電子私書箱（仮称）構想   

「重点計画2007」において「国民視点の社会保障サービスの実現に向   

けての電子私書箱（仮称）の創設」が盛り込まれたことを受け、平成19  

年度に「電子私書箱（仮称）による社会保障サービス等のIT化に関する  

検討会」7が開催され、電子私書箱（仮称）構想のコンセプトについて取り   

まとめられ、技術的要件、制度的課題の抽出が行われた。   

平成20年度は平成19年度の検討を踏まえ「電子私書箱（仮称）構想の  

実現に向けた基盤整備に関する検討会」が開催され、より具体的に詳細な  

検討を行うため、特定健診結果、年金記録をユースケースとし、技術的要  

件に関する検討、制度的課題に関する検討、社会保障以外の分野における  

電子私書箱（仮称）の利用に関する検討等が行われた。   

特に、特定健診結果、年金記録をユースケースとした技術的課題の検討  

のためユースケース検討ワーキンググループが設置され、電子私書箱（仮   

称）構想の技術的要件及び制度的課題の検討の結果を取りまとめた「電子  

私書箱（仮称）プラットフォーム基本設計」を作成したところである。  

6「第11回 社会保障カード（仮称）の在り方に関する検討会」（平成21年2月6日）に内閣  
官房IT担当室が提出した資料より抜粋。  
7平成20年：i月17日に終了。  
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情報保有機関  
電子私書蒜（仮称）  

プラットフォーム  

アカウント管理  

ポリシー管理  

送受信管理  

機造化  

アクセスDグt】王   

公的な電子私書箱（仮称）  
ポータルA  

t子私暮箱（仮称）ポータルB  

電子私暮箱（仮称）ポータルC  

企業間  
の情報連携  

図8－2：電子私書箱（仮称）の実装形態例8  
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♯考：「次世代電子行政サービス（eワンストップサービス）の実現に向けたグランドデザイン」（平成20年6月柏）（P．23）  
「社会保障カード（仮称）の在り方に隣する検討会これまでの且論の整理」（平成20年10月28日）  

図8－3‥次世代電子行政サービス、電子私書箱（仮称）構想、社会保障カー  

ド（仮称）構想の機能相関図9  
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8「第11回 社会保障カード（仮称）の在り方に関する検討会」（平成21年2月6日）に内閣 IT 
官房担当室が提出した資料より抜粋。  

9「第5回 電子私書箱（仮称）構想の実現に向けた基盤整備に関する検討会」（平成21年3月  
16日）に内閣官房IT担当室が提出した資料より抜粋。  
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③ 電子行政サービス等へのアクセス手段の多様化   

現在、総務省においては、パソコンより普及率が高く多くの国民にとっ  

て身近な携辟電話、デジタルテレビ等の情報通信機器（デジタル機器）を  

活用し、電子行政サービス等へのアクセス端末の多様化を図ることを目指   

した検討が行われている。また、ネットワーク資源を活用し、ICカード   

からサーバに認証機能を一部移行させることにより、個人がオンライン上   

で簡易にサービスを受けられる方策の可否の検討が行なわれているとこ   

ろである。   

以上については、平成22年度までに必要な調査研究・実証実験を行い、   

パソコンの利用率が低い高齢者を含めた電子行政サービス等の利用拡大、   

デジタル・ディバイドの解消に貢献することが目標とされている。  

ツトクー傭の朋  

図8－4：電子行政サービス等へのアクセス手段の多様化（概要）10  

10「第12回 社会保障カード（仮称）の在り方に関する検討会」（平成21年3月6、日）に総務  

省情報流通行政局情報流通振興課が提出した資料より抜粋。  
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④ 地域情報プラットフォーム推進事業   

総務省は、財団法人全国地域情報化推進協会と連携し、地方公共団体等  

の様々なシステム同士の連携を可能にするために各システムが従うべき  

業務面や技術面のルールとして、地域情報プラットフォーム標準仕様を策  

定している。   

また、総務省は、官民が連携したワンストップサービスの実現を目指し、  

平成20年度から、地域情報プラットフォーム標準仕様に準拠したシステ  

ムにより、引越分野等を対象に、ワンストップサービスの実証実験を実施  

し、ワンストップ化に向けた課題の抽出等を行っている。  

地域情報つラットフォーム構想の推進  

（
標
準
仕
様
）
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技
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を
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図8－5：地域情報プラットフォーム構想の推進11  
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11「第11回 社会保障カード（仮称）の在り方に関する検討会」（平成21年2月6日）に総務  

省情報流通行政局地域通信振興課地方情報化推進室が提出した資料より抜粋。  
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（2）既存のICカード・ICチップを含む媒体の利用  

現在市町村から交付されている住民基本台帳カード（住基カード）の利用   

については、既存のICカードや市町村が有するカードの発行基盤を利用す   

ることで費用対効果に優れた仕組みとすることが可能であり、さらに、社会   

保障カゝ一ド（仮称）の仕組みで利用する本人識別情報を格納する器として既   

発行の住基カードを活用できる場合には、新たなカードの発行を不要とする   

ことができると考えられる。  

「Ⅰ’T政策ロードマップ」（平成20年6月11日 IT戦略本部）におい   

ては、l‾住民基本台帳カードの普及にあたっては、社会保障カード（仮称）   

の議論と－r■一体的に検討を進める」とされているところであり、今後更に検討   

を進めていく必要がある。  

「これまでの議論の整理」においては、現在の仕組みを前提とすると、市   

町村をまたがる住所変更の際には住基カードの再発行が必要となることに   

留意する必要があると述べたが、住民基本台帳カードについては、他の市町   

村へ住所を移した場合でも引き続き使用することができるようにするため、   

住民基本台帳法の一部改正法案が今国会（第171回国会（常会））に提出さ   

れている。  

社会保障カード（仮称）については、転居等により保険者が変わった場合   

でも、カードを返却することなく利用し続けることを可能とする方向で検討   

を進めているが、住民基本台帳法の改jEにより、転居時に住民基本台帳カー   

ドが失効しない仕組みが制度化されれば、社会保障カード（仮称）－？仕組み   

で利用する本人識別情報を格納する器として住民基本台帳カードを利用す   

るに当たっての課題の一つが解決されることとなる。また、同法案において   

は、これまで住民基本台帳法の適用対象となっていなかった外国人住民につ   

いても同法の適用対象となり、住民基本台帳カードの取得が可能となる予定   

である。  
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図8－6：住民基本台帳法の一部を改正する法律案の概要12   

しかしながら、住民基本台帳カードの利用については、住民基本台帳カー  

ドは希望者に交付することとなっていること、自治事務として市町村が発行  

責任者となっていることなど、現時点での社会保障カード（仮称）の検討状  

況に照らして課題もあることから、これらに留意しつつ、引き続き検討を行  

う。   

また、その他の媒体については、携帯電話等の情報通信機器を活用した電  

子行政サービス等へのアクセス手段の多様化等に関する検討状況、技術動向  

にも留意し、引き続き検討を行う。  
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12総務省自治行政局市町村課作成資料  
｛▲  

．
■
＝
R
r
l
－
．
h
け
し
い
「
 
．
軋
m
一
ト
■
．
▲
【
 
 
 

24  



（3）認証基盤の活用   

① 公的個人認証の活用  

情報の閲覧等を行う際、ネットワーク上での厳格な本人確認を行うこ  

とにより成りすましなどを防ぐ必要がある。これについては、現在、電  

子申請において安全件と信頼惟が確保された電子署名を行うための手段  

を提供している公的個人認証サービスを利用する方法等を検討する必要  

がある。  

公的個人認証サービスについては、利用サービスの拡大、利便性の向  

上等に向けて、  

電子証明書のオンライン更新の実現  

記録媒体の拡大  

・ オンライン認証の実現  

等に関する検討が行われる予定であり、今後の検討の動向に留意する必  

要がある。  

② HPKIの活用  

厚生労働省で構築している保健医療福祉分野の公開鍵基盤（HPK   

I：HealthcarePublicKeyInfrastructure）13を資格確認等における医   

療関係者資格を有することの確認に用いることを今後検討する必要が   

ある。また、現在、Ⅰ一Il〕KIは電子署名基盤であることから、認証用証   

明書の発行についても今後検討する必要がある。  

（4）ネットワーク基盤としてのレセプトオンラインネットワークの活用  

平成18年4月から開始された、医療機関や薬局から審査支払機関へのレ   

セプトの送付のオンライン化は、規模による段階的整備が今後進捗する予定   

である。  

今後、医療機関等と審査支払機関とのネットワークが整備されていくこと   

が見込まれ、また、これらの動きを踏まえ、医療機関等のIT基盤が整備さ   

れていくことが想定されるため、医療機関等におけるオンライン資格確認を   

可能とするための環境整備については、新たな投資を極力避けるため、これ   

らの基盤を活用することが有効と考えられる。  

しかしながら、レセプトの送付が原則オンライン化される平成23年度以  

13 電子署名法にも適合した電子証明書を用いて、実在する自然人であることと同時に、医師・  
薬剤師等医療に関する公的資格を有することを証明するため、保健医療福祉分野の公開鍵基盤と  
して構築した電子署名検証基盤 
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降も、一部の医療機関等については最長2年の範囲内で紙媒体でのレセプト  

送付が認められるとともに、代行請求機関を通じたオンライン請求が可能で  

あるため、平成23年度以降においても、すべての医療機関等において、保  

険資格のオンライン確認が可能となる環境が整備されるわけではないこと  

に留意が必要セある。   

したがって、社会保障カード（仮称）を健康保険証として利用する場合に  

ついては、医療機関等の実務に混乱が生じることのないようにすることが必  

要である。  

9．制度的対応の検討について   

社会保障カード（仮称）に関しては、現在仮定している仕組みを前提とした  

場合には、例えば以下のような事項に関するルールの制定（必ずしも法令の制  

定・改正に限られるものではない）が必要と考えられる。   

また、情報閲覧機能等、少なくとも一部の機能の実現は、既存の法令（民法、  

個人情報保護法制等）の枠内で可能と考えられる。   

なお、以下の事項の中には、次世代電子行政サービス、電子私書箱（仮称）  
等の実現に向けた取組においても検討されている事項もあり、政府全体として  

整合の取れた検討が進められるべきである。  

（1）中継DBの運営に関するルール  

・中継DB上の個人に関する情報の取扱いに関するルール（安全確保措置、  

アクセス記録の保存等）  

・個人による中継DB上の自分の情報へのアクセス記録の閲覧に関するル  

ール  

（2）中継DBを用いた情報閲覧・情報連携に関するルール  

・中継DBへの行政機関、保険者等によるアクセスに関するルール（リン   

ク情報の登録・抹消、アクヤス管理等）  

・中継DBを用いたリンク情報利用に関するルール（例えば、主体の制限   

や、本人の同意がある、あるいは、法令で定める場合に利用できる、など）  

中継DBを経由した正当な要求に対する情報の提供義務  

情報閲覧・情報連携の監視に関するルール  

・ オンライン認証に関するルール  

・異常時、事故時の対策、責任の所在に関するルール  
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代理の取扱いに関するルール  

（3）保健医療番号（仮称）を導入するとした場合の当該番号の保護措置   

・ 番号の利用・提供の制限   

・ 番‡ヨーの告知要求制限  

（4）カードの発行・交付等に関するルール   

・ カードの発行、交付、取得、紛失等に関するルール  

・ 現行の年金手帳、健康保険証等の発行・交付等に関する規定の整備  

10．社会保障カード（仮称）の実現に向けて  

1．2において述べたように、現在、政府においては、人生の様々な場面に  

おけるワンストップサービスやそのためのバックオフィス連携等を実現する  

ための取組が行われているが、その実現がもたらす効果がどれほど大きなもの  

であっても、それを上回る費用が生じることとなれば、国民の理解は得られな  

いため、費用対効果の試算は欠かすことができない。   

社会保障カード（仮称）、次世代電子行政サービス、電子私書箱（仮称）に  

ついて、こ・れまで、政府において行われた費用と効果の試算について述べると、  

医療保険資格のオンライン確認等の実現による効果は、保険者で年間約  

160億円、医療機関等で年間約120億円（「医療保険資格確認における社会   

保障カード（仮称）導入効果の定量化分析業務 報告書」（平成20年12月）  

14に基づくもの。後者は、医療機関等に対するアンケート調査の結果をもと   

に推計した値であるが、当該アンケートの回収率が必ずしも高くないため、   

参考とするに当たっては留意が必要。）  

・ライフイベントに即したワンストップサービスの実現を目指す次世代電子   

行政サゝ一ビスについては、引越しワンストップ、退職ワンストップの実現に   

より、一年間に削減されると見込まれるコストは官民合わせそれぞれ、約  

1，000億円、1，200億円15  

・安全かつ利便性の高い情報提供の実現を目指す電子私書箱（仮称）構想の  

14（参考）「第12回 社会保障カード（仮称）の在り方に関する検討会」（平成21年3月6日）  
資料3  

15次世代電子行政サービス基盤等検討プロジェクトチームの試算によるもの。（参考）「第4回  

次世代電子行政サービス基盤等検討プロジェクトチーム」（平成20年6月4日）資料1  
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実現により社会保障分野・公共サービス分野において既存の郵送による通知  

サービスの代替手段として削減されるコストは、→年間で約4，600億円16。  

また、電子私書箱（仮称）の導入にかかるコストは、初期整備経費として、  

約200～400億円17  

とされている。  

ワンストップサービス、バックオフノイス連携等の実現に向けた取組について  

は、これらを含め、様々な取組が同時進行しているところであり、技術発展の  

動向等を踏まえた検討の成果を反映する必要があるため、現時点において、総  

合的に費用や効果を算出するのは困難であるが、検討の進捗状況を踏まえっつ、  

可能なものから試算を行うとともに、受益と負担の関係も踏まえた費用負担の  

在り方について検討を行う必要がある。   

ただし、これらの取組が進捗の過程にある等の理由で、情報化が部分的であ  

る時点においては、費用対効果を得にくい側面があることには留意が必要であ  

る。   
1
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本検討会においては、厚生労働省が平成21年度に行う社会保障カード（仮  

称）の実証実験の状況や結果、サービス体験者等の声を踏まえつつ、現場に混  

乱が生じることのない円滑な実施を図るための方策、きめ細かな周知広報等国  

民の理解を深めるための取組に関する検討を含め、引き続き、社会保障カード  

（′仮称）の実現に向けた取組を行っていく。  
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16 内閣官房IT担当室にて年金記録及び特定健診結果のユースケースを対象としたシステム  

を想定し同規模の類似システムの導入コスト等を基に試算。（参考）「第4回 電子私書箱（仮称）  

構想の実現に向けた基盤整備に関する、検討会」（平成21年2月9日）資料6  

17内閣官房IT担当室の試算によるもの。（参考）「第4回 電子私書箱（仮称）構想の実現に  

向けた基盤整備に関する検討会」（平成21年2月9日）資料6  
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